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(57)【要約】
　本開示は、情報処理方法、端末機器、ネットワーク機
器、チップ、コンピュータ可読記憶媒体、コンピュータ
プログラム製品、およびコンピュータプログラムを開示
し、前記情報処理方法は、コアネットワークに対する第
１指示情報を端末機器に送信することであって、前記第
１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワーク
のタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを
選択するのを支援するために使用されることを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタイプのコアネットワーク
に接続できるネットワーク機器に適用される、情報処理方法であって、
　前記コアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信することを含み、
　前記第１指示情報は、前記端末機器がターゲットコアネットワークのタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用される、前記情報処
理方法。
【請求項２】
　前記第１指示情報は、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプ、
　少なくとも１つのコアネットワーク識別情報、
　各コアネットワークタイプに対応するパラメータ、または
　各コアネットワークに対応するパラメータのうちの少なくとも１つを含む、
　請求項１に記載の情報処理方法。
【請求項３】
　前記コアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信することは、
　ブロードキャストシグナリングまたは専用シグナリングによって、コアネットワークに
対する第１指示情報を送信することを含む、
　請求項１または２に記載の情報処理方法。
【請求項４】
　前記方法は、
　前記端末機器によって送信されたコアネットワーク選択情報を受信することをさらに含
み、前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器によって選択されたターゲットコア
ネットワークのタイプ、および／または、前記端末機器によって選択されたターゲットコ
アネットワークの識別情報を含む、
　請求項１に記載の情報処理方法。
【請求項５】
　前記方法は、
　前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークのタイプに対応するコア
ネットワークに、サービス要求を送信すること、または
　前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークの識別情報に従って、前
記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークを決定し、サービス要求を前
記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークに送信することをさらに含む
、
　請求項４に記載の情報処理方法。
【請求項６】
　前記コアネットワークのタイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの１つ
を含む、
　請求項４または５に記載の情報処理方法。
【請求項７】
　端末機器に適用される、情報処理方法であって、
　ネットワーク機器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信
することであって、前記第１指示情報は、前記端末機器がターゲットコアネットワークの
タイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用さ
れ、前記ネットワーク機器は、少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つ
のタイプのコアネットワークに接続できることと、および
　前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワーク
のタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択することと、を含む、前記情
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報処理方法。
【請求項８】
　前記第１指示情報は、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプ、
　少なくとも１つのコアネットワーク識別情報、
　各コアネットワークタイプに対応するパラメータ、または
　各コアネットワークに対応するパラメータのうちの少なくとも１つを含む、
　請求項７に記載の情報処理方法。
【請求項９】
　前記ネットワーク機器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を
受信することは、
　ブロードキャストシグナリングまたは専用シグナリングによって、前記ネットワーク機
器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信することを含む、
　請求項７または８に記載の情報処理方法。
【請求項１０】
　前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワーク
のタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択することは、
　コアネットワークに登録する場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づ
いて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプのコアネットワークにサービス要求を送信す
る場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネット
ワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択すること、または
　少なくとも１つのコアネットワークにサービス要求を送信する場合、前記コアネットワ
ークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを選択することのうちの１つを含む、
　請求項７に記載の情報処理方法。
【請求項１１】
　前記ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を選択することは、
　前記端末機器によってサポートされる特徴またはプリセットされた特徴に従って、１つ
または複数のターゲットコアネットワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲ
ットコアネットワークを選択すること、
　前記ネットワーク機器の第２指示情報に従って、１つまたは複数のターゲットコアネッ
トワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択する
こと、または
　事前定義されたルールに従って、１つまたは複数のターゲットコアネットワークタイプ
および／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択することのうちの１
つを含む、
　請求項１０に記載の情報処理方法。
【請求項１２】
　前記方法は、
　サービス要求を開始すると、コアネットワーク選択情報をネットワーク機器に送信する
ことをさらに含み、前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器によって選択された
ターゲットコアネットワークのタイプ、および／または、前記端末機器によって選択され
たターゲットコアネットワークの識別情報を含む、
　請求項９に記載の情報処理方法。
【請求項１３】
　前記コアネットワークのタイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの１つ
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を含む、
　請求項７ないし１２のいずれか一項に記載の情報処理方法。
【請求項１４】
　少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタイプのコアネットワーク
に接続できる、ネットワーク機器であって、
　前記コアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信するように構成される第
１通信ユニットを備え、
　前記第１指示情報は、前記端末機器がターゲットコアネットワークのタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用される、前記ネット
ワーク機器。
【請求項１５】
　前記第１指示情報は、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプ、
　少なくとも１つのコアネットワーク識別情報、
　各コアネットワークタイプに対応するパラメータ、または
　各コアネットワークに対応するパラメータのうちの少なくとも１つを含む、
　請求項１４に記載のネットワーク機器。
【請求項１６】
　前記第１通信ユニットは、ブロードキャストシグナリングまたは専用シグナリングによ
ってコアネットワークに対する第１指示情報を送信するように構成される。
　請求項１４または１５に記載のネットワーク機器。
【請求項１７】
　前記第１通信ユニットは、さらに、前記端末機器によって送信されたコアネットワーク
選択情報を受信するように構成され、前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器に
よって選択されたターゲットコアネットワークのタイプ、および／または、前記端末機器
によって選択されたターゲットコアネットワークの識別情報を含む、
　請求項１４に記載のネットワーク機器。
【請求項１８】
　前記ネットワーク機器は、
　前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークの識別情報に従って、前
記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークを決定するように構成される
第１処理ユニットをさらに備え、これに対応して、前記第１通信ユニットは、サービス要
求を前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークに送信するように構成
され、
　または、前記第１通信ユニットは、前記端末機器によって選択されたターゲットコアネ
ットワークのタイプに対応するコアネットワークに、サービス要求を送信するように構成
される、
　請求項１７に記載のネットワーク機器。
【請求項１９】
　前記コアネットワークのタイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの１つ
を含む、
　請求項１７または１８に記載のネットワーク機器。
【請求項２０】
　端末機器であって、
　ネットワーク機器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信
するように構成される第２通信ユニットであって、前記第１指示情報は、前記端末機器が
ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択
するのを支援するために使用され、前記ネットワーク機器は、少なくとも１つのコアネッ
トワークまたは少なくとも１つのタイプのコアネットワークに接続できる第２通信ユニッ
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トと、
　前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワーク
のタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するように構成される第２処
理ユニットと、を備える、前記端末機器。
【請求項２１】
　前記第１指示情報は、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプ、
　少なくとも１つのコアネットワーク識別情報、
　各コアネットワークタイプに対応するパラメータ、または
　各コアネットワークに対応するパラメータのうちの少なくとも１つを含む、
　請求項２０に記載の端末機器。
【請求項２２】
　前記第２通信ユニットは、
　ブロードキャストシグナリングまたは専用シグナリングによって、前記ネットワーク機
器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信するように構成さ
れる、
　請求項２０または２１に記載の端末機器。
【請求項２３】
　前記第２処理ユニットは、
　コアネットワークに登録する場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づ
いて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプのコアネットワークにサービス要求を送信す
る場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネット
ワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークにサービス要求を送信する場合、前記コアネットワ
ークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを選択することのうちの１つを実行するように構成され
る、
　請求項２０に記載の端末機器。
【請求項２４】
　前記第２処理ユニットは、
　前記端末機器によってサポートされる特徴またはプリセットされた特徴に従って、１つ
または複数のターゲットコアネットワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲ
ットコアネットワークを選択すること、
　前記ネットワーク機器の第２指示情報に従って、１つまたは複数のターゲットコアネッ
トワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択する
こと、
　事前定義されたルールに従って、１つまたは複数のターゲットコアネットワークタイプ
および／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択することのうちの１
つを実行するように構成される、
　請求項２３に記載の端末機器。
【請求項２５】
　前記第２通信ユニットは、
　サービス要求を開始すると、コアネットワーク選択情報をネットワーク機器に送信する
ように構成され、前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器によって選択されたタ
ーゲットコアネットワークのタイプ、および／または、前記端末機器によって選択された
ターゲットコアネットワークの識別情報を含む、
　請求項２０に記載の端末機器。
【請求項２６】
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　前記コアネットワークのタイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの１つ
を含む、
　請求項２０ないし２５のいずれか一項に記載の端末機器。
【請求項２７】
　プロセッサと、プロセッサで実行可能なコンピュータプログラムを記憶するためのメモ
リとを備える、ネットワーク機器であって、
　前記メモリは、コンピュータプログラムを記憶するために使用され、前記プロセッサは
、前記メモリに記憶されたコンピュータプログラムを呼び出して実行して、請求項１ない
し６のいずれか一項に記載の方法を実行する、前記ネットワーク機器。
【請求項２８】
　プロセッサと、プロセッサで実行可能なコンピュータプログラムを記憶するためのメモ
リとを備える、ネットワーク機器であって、
　前記メモリは、コンピュータプログラムを記憶するために使用され、前記プロセッサは
、前記メモリに記憶されたコンピュータプログラムを呼び出して実行して、請求項７ない
し１３のいずれか一項に記載の方法を実行する、前記ネットワーク機器。
【請求項２９】
　メモリからコンピュータプログラムを呼び出して実行して、前記チップを実装した機器
に、請求項１ないし６のいずれか一項に記載の方法を実行させるように構成されるプロセ
ッサを備える、チップ。
【請求項３０】
　メモリからコンピュータプログラムを呼び出して実行して、前記チップを実装した機器
に、請求項７ないし１３のいずれか一項に記載の方法を実行させるように構成されるプロ
セッサを備える、チップ。
【請求項３１】
　コンピュータプログラムを記憶するために使用され、前記コンピュータプログラムは、
コンピュータに、請求項１ないし１３のいずれか一項に記載の方法を実行させる、コンピ
ュータ可読記憶媒体。
【請求項３２】
　コンピュータプログラム命令を含み、前記コンピュータプログラム命令は、コンピュー
タに、請求項１ないし１３のいずれか一項に記載の方法を実行させる、コンピュータプロ
グラム製品。
【請求項３３】
　コンピュータに、請求項１ないし１３のいずれか一項に記載の方法を実行させる、コン
ピュータプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、情報処理技術分野に関し、特に、情報処理方法、ネットワーク機器、端末機
器、チップ、コンピュータ可読記憶媒体、コンピュータプログラム製品、およびコンピュ
ータプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　Ｒｅｌ－１５は、Ｅ－ＵＴＲＡ（Ｅｖｏｌｖｅｄ－ＵＭＴＳ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ
　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）で、５ＧＣ（５ｔｈ－Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｃｏｒｅ）
への接続が利用可能であるか否かを指示するためのメカニズムを提供する。Ｒｅｌ－１５
はまた、ＵＥ（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）がＥＰＣ（Ｅｖｏｌｖｅｄ－ＵＭＴＳ　
Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）または５ＧＣのどちらを選択した
か否かを指示するためのメカニズムをＵＥに提供する。
【０００３】
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　ただし、ＥＰＳ　ＣＩｏＴ（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｐａｃｋｅｔ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｃｅｌｌ
ｕｌａｒ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｔｈｉｎｇｓ）特徴および５Ｇ　ＣＩｏＴ（５ｔｈ
－Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｔｈｉｎｇｓ）
特徴をサポートするＵＥ、および５Ｇ　ＣＩｏＴのみをサポートするＵＥが、ＮＢ－Ｉｏ
Ｔ／ＷＢ－Ｅ－ＵＴＲＡ（Ｎａｒｒｏｗ　Ｂａｎｄ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｔｈｉｎ
ｇｓ／　Ｗｉｄｅ　Ｂａｎｄ　Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒ
ｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ）セルを介してコアネットワークに接続する場合、Ｕ
Ｅ（端末機器とも呼ばれる）に、選択するコアネットワーク（ＣＮ：Ｃｏｒｅ　Ｎｅｔｗ
ｏｒｋ）を決定させる方法は、解決すべき課題である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記の技術的課題を解決するために、本開示の実施例は、情報処理方法、ネットワーク
機器、端末機器、チップ、コンピュータ可読記憶媒体、コンピュータプログラム製品、お
よびコンピュータプログラムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　第１態様によれば、ネットワーク機器に適用される情報処理方法を提供し、前記ネット
ワーク機器は、少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタイプのコア
ネットワークに接続でき、前記情報処理方法は、コアネットワークに対する第１指示情報
を端末機器に送信することであって、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネ
ットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援する
ために使用されることを含む。
【０００６】
　第２態様によれば、端末機器に適用される情報処理方法を提供し、前記情報処理方法は
、ネットワーク機器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信
することであって、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワークのタイ
プおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用され、
前記ネットワーク機器は、少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタ
イプのコアネットワークに接続できることと、前記コアネットワークに対する第１指示情
報に基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネッ
トワークを選択することと、を含む。
【０００７】
　第３態様によれば、ネットワーク機器を提供し、前記ネットワーク機器は、少なくとも
１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタイプのコアネットワークに接続でき、
コアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信するように構成される第１通信
ユニットであって、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワークのタイ
プおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用される
第１通信ユニットを備える。
【０００８】
　第４態様によれば、端末機器を提供し、前記ネットワーク機器は、ネットワーク機器に
よって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信する第２通信ユニット
であって、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワークのタイプおよび
／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用され、前記ネッ
トワーク機器は、少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタイプのコ
アネットワークに接続できる第２通信ユニットと、前記コアネットワークに対する第１指
示情報に基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコア
ネットワークを選択するように構成される第２処理ユニットを備える。
【０００９】
　第５態様によれば、プロセッサと、メモリとを備えるネットワーク機器を提供する。前
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記メモリは、コンピュータプログラムを記憶するために使用され、前記プロセッサは、前
記メモリに記憶されたコンピュータプログラムを呼び出して実行して、上記の第１態様ま
たはその各実施形態における方法を実行するように構成される。
【００１０】
　第６態様によれば、プロセッサと、メモリとを備える端末機器を提供する。前記メモリ
は、コンピュータプログラムを記憶するために使用され、前記プロセッサは、前記メモリ
に記憶されたコンピュータプログラムを呼び出して実行して、上記の第２態様またはその
各実施形態における方法を実行するように構成される。
【００１１】
　第７態様によれば、上記の第１態様ないし第５態様のいずれか１つの態様またはその各
実施形態における方法を実現するためのチップを提供する。
【００１２】
　具体的に、前記チップは、メモリからコンピュータプログラムを呼び出して実行して、
前記チップを実装した機器に、上記の第１態様ないし第２態様のいずれか１つの態様また
はその各実施形態における方法を実行させるように構成されるプロセッサを備える。
【００１３】
　第８態様によれば、コンピュータプログラムを記憶するためのコンピュータ可読記憶媒
体を提供し、前記コンピュータプログラムは、コンピュータに、上記の第１態様ないし第
２態様のいずれか１つの態様またはその各実施形態における方法を実行させるように構成
される。
【００１４】
　第９態様によれば、コンピュータプログラム命令を含むコンピュータプログラム製品を
提供し、前記コンピュータプログラム命令は、コンピュータに、上記の第１態様ないし第
２態様のいずれか１つの態様またはその各実施形態における方法を実行させるように構成
される。
【００１５】
　第１０態様によれば、コンピュータプログラムを提供し、前記コンピュータプログラム
は、コンピュータで実行されるときに、コンピュータに、上記の第１態様ないし第２態様
のいずれか１つの態様またはその各実施形態における方法を実行させるように構成される
。
【発明の効果】
【００１６】
　上記の技術的解決策を採用することにより、ネットワーク機器が複数のタイプのコアネ
ットワークまたは複数のコアネットワークにアクセスできる場合、第１指示情報を端末機
器に送信することにより、端末機器がターゲットコアネットワークタイプおよび／または
ターゲットコアネットワークのを支援することができる。このようにして、ネットワーク
機器が複数のタイプのコアネットワークまたは複数のコアネットワークにアクセスできる
場合、端末機器は、アクセスするターゲットコアネットワークタイプおよび／またはター
ゲットコアネットワークを決定することができ、これにより、端末機器のアクセス効率を
向上させ、システムの処理効率を向上させる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　例としてのみ提供される以下の説明、および添付の図面を参照することにより、本開示
のこれらの特徴および利点は明らかになる。
【図１】本開示の実施例による通信システムアーキテクチャの第１の概略図である。
【図２】本開示の実施例による情報処理方法の第１の例示的なフローチャートである。
【図３】本開示の実施例による情報処理方法の第２の例示的なフローチャートである。
【図４】本開示の実施例による情報処理方法の第３の例示的なフローチャートである。
【図５】本開示の実施例によるネットワーク機器の構成の概略的な構造図である。
【図６】本開示の実施例による端末機器の構成の概略的な構造図である。
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【図７】本開示の実施例による通信機器の構成の概略的な構造図である。
【図８】本開示の実施例によるチップの例示的なブロック図である。
【図９】本開示の実施例による通信システムアーキテクチャの第２の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本開示の実施例の特徴および技術的内容をより詳細に理解するために、以下、図面を参
照して本発明の実施例の具現を詳細に説明し、添付の図面は、参照用にするだけのもので
あり、本発明の実施例を限定することを意図するものではない。
【００１９】
　以下、本開示の実施例における技術的解決策を本開示の実施例における図面を参照して
説明する。明らかに、説明される実施例は、本開示の実施例の一部であり、全部の実施例
ではない。本開示の実施例に基づいて、創造的な努力なしに当業者によって得られる他の
すべての実施例は、本開示の保護範囲に含まれる。
【００２０】
　本開示の実施例による技術的解決策は、例えば、グローバル移動通信システム（ＧＳＭ
：Ｇｌｏｂａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｍｏｂｉｌｅ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ）、
コード分割多重アクセス（ＣＤＭＡ：Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　
Ａｃｃｅｓｓ）システム、広帯域コード分離多重アクセス（ＷＣＤＭＡ：Ｗｉｄｅｂａｎ
ｄ　Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）システム、汎用パ
ケット無線サービス（ＧＰＲＳ：Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｐａｃｋｅｔ　Ｒａｄｉｏ　Ｓｅｒｖ
ｉｃｅ）、ロングタームエボリューション（ＬＴＥ：Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔ
ｉｏｎ）システム、ＬＴＥ周波数分割複信（ＦＤＤ：Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉ
ｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ）システム、ＬＴＥ時分割二重化（ＴＤＤ：Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｓｉ
ｏｎ　Ｄｕｐｌｅｘ）、ユニバーサル移動通信システム（ＵＭＴＳ：Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ
　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ）、ワイマックス
（ＷｉＭＡＸ：Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉｎｔｅｒｏｐｅｒａｂｉｌｉｔｙ　ｆｏｒ　Ｍｉ
ｃｒｏｗａｖｅ　Ａｃｃｅｓｓ）通信システムまたは５Ｇシステムなど、様々な通信シス
テムに適用されることができる。
【００２１】
　例示的に、本出願の実施例に適用される通信システム１００は図１に示す通りである。
前記通信システム１００は、ネットワーク機器１１０を含み得、ネットワーク機器１１０
は、ＵＥ１２０（または通信端末、または端末と呼ばれる）と通信する機器であってもよ
い。ネットワーク機器１１０は、特定の地理的エリアに通信カバレッジを提供することが
でき、当該カバレッジエリア内にあるするＵＥと通信することができる。例示的に、前記
ネットワーク機器１１０は、ＧＳＭシステムまたはＣＤＭＡシステムにおけるネットワー
ク機器（ＢＴＳ：Ｂａｓｅ　Ｔｒａｎｓｃｅｉｖｅｒ　Ｓｔａｔｉｏｎ）、またはＷＣＤ
ＭＡシステムにおけるネットワーク機器（ＮＢ：ＮｏｄｅＢ）、またはＬＴＥシステムに
おける進化型ネットワーク機器（ｅＮＢまたはｅＮｏｄｅＢ：Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎａｌ　
Ｎｏｄｅ　Ｂ）、またはクラウド無線アクセスネットワーク（ＣＲＡＮ：Ｃｌｏｕｄ　Ｒ
ａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）における無線コントローラであってもよく、
または、前記ネットワーク機器は、モバイルスイッチングセンタ、リレーステーション、
アクセスポイント、車載機器、ウェアラブル機器、ハブ、スイッチ、ブリッジ、ルータ、
５Ｇネットワークのネットワーク側の機器、または将来進化する公衆陸上移動通信網（Ｐ
ＬＭＮ：Ｐｕｂｌｉｃ　Ｌａｎｄ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）のネットワーク機器
などであってもよい。
【００２２】
　前記通信システム１００は、ネットワーク機器１１０のカバレッジエリア内に位置する
少なくとも１つのＵＥ１２０をさらに含む。ここで使用される「ＵＥ」は、公衆交換電話
網（ＰＳＴＮ：Ｐｕｂｌｉｃ　Ｓｗｉｔｃｈｅｄ　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ
ｓ）、デジタル加入者線（ＤＳＬ：Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅｒ　Ｌｉｎｅ）
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、デジタルケーブル、直接ケーブル接続などのワイヤライン、および／またはおよび／ま
たは別のデータ接続／ネットワーク、および／または無線インターフェース、ＤＶＢ－Ｈ
　ネットワークのデジタルテレビネットワーク、衛星ネットワーク、ＡＭ－ＦＭブロード
キャスト送信機などのセルラーネットワーク、ワイヤレスローカルエリアネットワーク（
ＷＬＡＮ：Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）などのワイヤレ
スインターフェース、および／または別のＵＥの通信信号を受信／送信するように設定さ
れた装置、および／または物事のインターネットシステム（ＩｏＴ：Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　
ｏｆ　Ｔｈｉｎｇｓ）機器を含むが、これらに限定されない。無線インターフェースを介
して通信するように設定されたＵＥは、「無線通信端末」、「無線端末」または「モバイ
ル端末」と呼ばれることができる。
【００２３】
　例示的に、ＵＥ１２０間で装置対装置（Ｄ２Ｄ：Ｄｅｖｉｃｅ　ｔｏ　Ｄｅｖｉｃｅ）
通信を実行することができる。
【００２４】
　本明細書における「システム」および「ネットワーク」という用語は、本明細書で常に
互換的に使用されることを理解されたい。本明細書の用語の「及び／又は」は、関連対象
の関連関係を記述するためのものに過ぎず、３つの関係が存在可能であることを示す。例
えば、Ａおよび／またはＢは、Ａが独立で存在する場合、ＡとＢが同時に存在する場合、
およびＢが独立で存在する場合の３つの場合を表すことができる。さらに、本明細書にお
ける記号「／」は、一般的に、コンテキストオブジェクトが「または」の関係であること
を示す。
【００２５】
　本開示の実施例の特徴および技術的内容をより詳細に理解するために、以下、図面を参
照して本発明の実施例の具現を詳細に説明し、添付の図面は、参照用にするだけのもので
あり、本発明の実施例を限定することを意図するものではない。
【００２６】
　本発明の実施例は、ネットワーク機器に適用される情報処理方法を提供し、前記ネット
ワーク機器は、少なくとも１つのコアネットワークまたは少なくとも１つのタイプのコア
ネットワークに接続できる。図２に示されるように、前記情報処理方法は、以下のステッ
プを含む。
【００２７】
　Ｓ２１において、コアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信する。
【００２８】
　ここで、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワークのタイプおよび
／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用される。
【００２９】
　これに対応して、本実施例は、端末機器に適用される情報処理方法も提供し、図３に示
されるように、前記情報処理方法は、以下のステップを含む。
【００３０】
　Ｓ３１において、ネットワーク機器によって送信される、コアネットワークに対する第
１指示情報を受信する。ここで、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネット
ワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するため
に使用される。前記ネットワーク機器は、少なくとも１つのコアネットワーク、または少
なくとも１つのタイプのコアネットワークタイプに接続することができる。
【００３１】
　Ｓ３２において、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲット
コアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択する。
【００３２】
　前述のプロセスを参照すると、本実施例による情報処理方法の全体的な処理プロセスは
、図４に示されるように、以下のステップを含む。
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【００３３】
　Ｓ４１において、ネットワーク機器が、コアネットワークに対する第１指示情報を端末
機器に送信する。ここで、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワーク
のタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用
される。
【００３４】
　Ｓ４２において、端末機器が、ネットワーク機器によって送信される、コアネットワー
クに対する第１指示情報を受信する。
【００３５】
　Ｓ４３において、前記端末機器が、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づ
いて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を選択する。
【００３６】
　本実施例において、ネットワーク機器は、ＲＡＮ（Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔ
ｗｏｒｋ）ノードであり得る。前記端末機器は、通信可能なユーザ機器であり得る。
【００３７】
　ここで、前記ネットワーク機器は、１つまたは複数のコアネットワークに接続すること
ができる。ここで、複数のコアネットワークのうちの異なるコアネットワークは、同じタ
イプのコアネットワークであり、または、複数のコアネットワークのうちの異なるコアネ
ットワークは、異なるタイプのコアネットワークである。つまり、ネットワーク機器が複
数のコアネットワークに接続されている場合、複数のコアネットワークのうちの異なるコ
アネットワークの一部は同一タイプのコアネットワークであり、残りの部分は別のタイプ
のコアネットワークである可能性がある。
【００３８】
　あるいは、前記ネットワーク機器は、１つのタイプまたは複数のタイプのコアネットワ
ークに接続することができる。具体的には、ネットワーク機器が１つのタイプのコアネッ
トワークに接続されている場合、ネットワーク機器は、前記同一タイプの１つまたは複数
のコアネットワークに接続することができる。ネットワーク機器が複数のタイプのコアネ
ットワークに接続されている場合、同じネットワーク機器が各タイプのコアネットワーク
における１つまたは複数のコアネットワークに接続することができる。例えば、現在、コ
アネットワークタイプ１、コアネットワークタイプ２、およびコアネットワークタイプ３
のコアネットワークタイプがあると仮定する。ネットワーク機器がコアネットワークタイ
プ１に接続する場合、コアネットワークタイプ１の２つのコアネットワークＡおよびＢに
接続することができる。ネットワーク機器がコアネットワークタイプ１および２にも接続
できるため、ネットワーク機器は、コアネットワークタイプ１のコアネットワークＡに接
続でき、もちろんコアネットワークタイプ１のすべてのコアネットワーク、即ちコアネッ
トワークＡとＢに接続することもでき、およびネットワーク機器は、コアネットワークタ
イプ２のコアネットワークＣおよびＤに接続することができる。
【００３９】
　前記第１指示情報は、少なくとも１つのコアネットワークタイプ、少なくとも１つのコ
アネットワーク識別情報、各コアネットワークタイプに対応するパラメータ、または各コ
アネットワークに対応するパラメータのうちの少なくとも１つを含む。
【００４０】
　具体的には、コアネットワークタイプは、タイプの識別子によって指示することができ
、前記コアネットワークのタイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの少な
くとも１つを含む。
【００４１】
　例えば、コアネットワークタイプは、３ビットで表すことができ、００１は１つのタイ
プのコアネットワークを表すことができ、０１０は別のタイプのコアネットワークを表す
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ことができる。コアネットワークタイプは、ネットワーク機器とコアネットワーク間のイ
ンタラクションプロセスで取得することができ、もちろん、事前に記憶する方法やデフォ
ルトで設定する方法、プロトコルで規定するなどの他の方法で取得することもでき、具体
的な取得方法については、詳しく説明しない。
【００４２】
　コアネットワークの識別情報は、コアネットワークとインタラクションするときにネッ
トワーク機器によって事前に取得されることができ、もちろん、事前に記憶する方法、デ
フォルトで設定する方法、プロトコルで規定する方法などの他の方法で取得することもで
き、具体的な取得方法については、詳しく説明しない。
【００４３】
　なお、上記の第１指示情報は、コアネットワークタイプに対応するパラメータを含むこ
ともできる。各コアネットワークタイプに対応するパラメータは、コアネットワークタイ
プに対応する特徴に関連付けられたパラメータであり、つまり、異なるコアネットワーク
タイプによってサポートされる特徴は、特徴に関連付けられたパラメータによって第１指
示情報で示されることができ、これにより、端末機器は、自体の特徴またはサポートする
他のパラメータに従って、異なるタイプのコアネットワークからアクセスできるコアネッ
トワークタイプをより明確的に選択することができることに留意されたい。前記特徴は、
ＣＩｏＴ（Ｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｔｈｉｎｇ）特徴を含むことが
でき、前記ＣＩｏＴ特徴は、データ伝送メカニズム、省電力メカニズムのうちの少なくと
も１つを含むことができる。例えば、特定のタイプのコアネットワークのデータ伝送メカ
ニズムがＡ１であり、省電力メカニズムがＢ１である場合、これに対応して、端末機器は
、自体が対応する特徴をサポートするか否かに従って、前記コアネットワークにアクセス
できるか否かを決定することができ、ここでは詳細に説明しない。
【００４４】
　上記の第１指示情報は、各コアネットワークに対応するパラメータを含むこともできる
。同様に、ここでの各コアネットワークに対応するパラメータも、コアネットワークに対
応する特徴に関連付けられたパラメータであり得る。前記特徴は、ＣＩｏＴ（Ｃｅｌｌｕ
ｌａｒ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｔｈｉｎｇ）特徴を含むことができ、前記ＣＩｏＴ特
徴は、データ伝送メカニズム、省電力メカニズムのうちの少なくとも１つを含むことがで
きる。例えば、特定のコアネットワークのデータ伝送メカニズムはＡ２であり、省電力メ
カニズムはＢ２である。これに対応して、端末機器は、自体が対応する特徴をサポートす
るか否かに従って、前記コアネットワークにアクセスできるか否かを決定することができ
、ここでは詳細に説明しない。
【００４５】
　第１指示情報は、上記の４つのタイプの情報内容を同時に含んでもよいし、その一部を
含んでもよいが、本実施例ではこれに限定されないことに留意されたい。
【００４６】
　上記のネットワーク機器がコアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信す
ることは、ブロードキャストシグナリングまたは専用シグナリングによってコアネットワ
ークに対する第１指示情報を送信することを含む。これに対応して、端末機器がネットワ
ーク機器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信することは
、ブロードキャストシグナリングまたは専用シグナリングによって、前記ネットワーク機
器によって送信される、コアネットワークに対する第１指示情報を受信することを含む。
例えば、無線リソース制御（ＲＲＣ、Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）
シグナリングによって第１指示情報を送信でき、またはダウンリック制御情報（ＤＣＩ、
Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）によって第１指示情報を
送信でき、もちろん、本実施例では網羅的にリストされない他の送信方法もあり得る。
【００４７】
　端末機器が第１指示情報を受信した後、前記コアネットワークに対する第１指示情報に
基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワ
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ークを選択し、具体的に、前記選択することは、
　コアネットワークに登録する場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づ
いて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプのコアネットワークにサービス要求を送信す
る場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネット
ワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークにサービス要求を送信する場合、前記コアネットワ
ークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを選択することのうちの１つを含む。
【００４８】
　上記は、端末機器がコアネットワークタイプおよび／またはコアネットワークの選択を
実行するタイミングを示す。前記少なくとも１つのコアネットワークタイプのコアネット
ワークにサービス要求を送信することは、少なくとも１つのコアネットワークタイプの各
コアネットワークタイプに対応する１つまたは複数のコアネットワークにサービス要求を
送信することを意味する。前記少なくとも１つのコアネットワークにサービス要求を送信
する場合、コアネットワークのタイプは考慮されず、つまり、サービス要求の送信先のコ
アネットワークタイプは考慮されない。
【００４９】
　前記端末機器がターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネ
ットワークを選択する処理は、
　前記端末機器によってサポートされる特徴またはプリセットされた特徴に従って、１つ
または複数のターゲットコアネットワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲ
ットコアネットワークを選択すること、
　前記ネットワーク機器の第２指示情報に従って、１つまたは複数のターゲットコアネッ
トワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択する
こと、
　事前定義されたルールに従って、１つまたは複数のターゲットコアネットワークタイプ
および／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択することのうちの少
なくとも１つを含み得る。
【００５０】
　以下、それぞれの方式について説明する。
【００５１】
　第１の方式
　第１の方式において、端末機器によってサポートされる特徴、またはプリセットされた
特徴に従って、ターゲットコアネットワークタイプおよび／またはターゲットコアネット
ワークを選択する。
【００５２】
　この方式では、以下の複数のシナリオを含むことができる。
【００５３】
　シナリオ１
　端末機器は、自体がサポートする特徴またはプリセットされた特徴に従って、第１指示
情報に含まれる１つまたは複数のコアネットワークタイプおよび／または１つまたは複数
のコアネットワークから、ターゲットコアネットワークタイプおよび／またはターゲット
コアネットワークを選択する。このとき、端末機器は、異なるコアネットワークタイプに
対応する特徴および／または異なるコアネットワークに対応する特徴を事前に知ることが
でき（例えば、他の情報を介してプロトコルまたはネットワーク機器によって構成される
）、その後、端末機器は、マッチングの方式でターゲットコアネットワークタイプおよび
／またはターゲットコアネットワークを決定することができることに留意されたい。
【００５４】
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　あるいは、第１指示情報で示されるコアネットワークタイプに対応する特徴、および／
またはコアネットワークに対応する特徴、および端末機器自体がサポートする特徴または
プリセットされた特徴に従って、マッチングする１つまたは複数のターゲットコアネット
ワークタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択する。
【００５５】
　さらに、第１指示情報がコアネットワークタイプに対応する特徴を含む場合、第１指示
情報を参照として使用することができ、つまり、端末機器自体に格納されたコアネットワ
ークタイプに対応する特徴を参照として使用しなく、同様に、第１指示情報がコアネット
ワークの特徴を含む場合も、第１指示情報を参照として使用することに留意されたい。
【００５６】
　この場合、現在選択されたターゲットコアネットワークタイプの数とターゲットコアネ
ットワークの数を考慮する必要はない。
【００５７】
　シナリオ２
　端末機器は、自体がサポートする特徴またはプリセットされた特徴に従って、第１指示
情報に含まれる１つまたは複数のコアネットワークタイプおよび／または１つまたは複数
のコアネットワークから、候補コアネットワークタイプおよび／または候補コアネットワ
ークを選択し、その後、候補コアネットワークタイプおよび／または候補コアネットワー
クから、ターゲットコアネットワークタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を任意に選択する。
【００５８】
　代替的または追加的に、第１指示情報で示されるコアネットワークタイプに対応する特
徴および／またはコアネットワークに対応する特徴、および端末機器自体がサポートする
特徴またはプリセットされた特徴に従って、マッチングする候補コアネットワークタイプ
および／または候補コアネットワークを選択し、その後、候補コアネットワークタイプお
よび／または候補コアネットワークから、ターゲットコアネットワークタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを任意に選択する。
【００５９】
　この場合、任意に選択されたターゲットコアネットワークタイプまたはターゲットコア
ネットワークは、制約の数に基づいている可能性があり、例えば、端末機器が、第１の数
以下の个ターゲットコアネットワークおよび／または第２の数以下のターゲットコアネッ
トワークタイプを任意に選択するようにすることができる。第１の数および第２の数は実
際の状況に応じて設定され、ここでは詳細に説明しない。
【００６０】
　ここで、プリセットされた特徴は、実際の状況に応じて端末装置自体によってプリセッ
トされた特徴であり得る。
【００６１】
　前記機能は、ＣＩｏＴ（Ｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　ｏｆ　Ｔｈｉｎｇ）機
能を含むことができ、前記ＣＩｏＴ機能は、データ伝送メカニズム、省電力メカニズムの
うちの少なくとも１つを含むことができる。もちろん、ＣＩｏＴはまだ他の内容またはパ
ラメータを含むことができ、本実施例では網羅的な列挙をしない。
【００６２】
　第２の方式
　端末機器は、ネットワーク機器の第２指示情報に従って、ターゲットコアネットワーク
タイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択することができる。
【００６３】
　ここで、ネットワーク機器の第２指示情報は、ＲＲＣシグナリングまたはＤＣＩによっ
て運ばれて送信されてもよく、もちろん、他の情報によって運ばれて送信されてもよいが
、本実施例では網羅的な列挙をしない。
【００６４】
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　ネットワーク機器によって送信された第２指示情報において、指示された内容は、端末
機器によって選択可能なコアネットワークタイプ、端末機器によって選択可能なコアネッ
トワークタイプに対応する特徴、端末機器によって選択可能なコアネットワークの識別情
報、または端末機器によって選択可能なコアネットワークに対応する特徴情報のうちの少
なくとも１つを含むことができる。
【００６５】
　一般に、第２指示情報は第１指示情報とは異なり、第２指示情報は、端末機器によって
選択可能なコアネットワークタイプおよび／またはコアネットワークを指示するために使
用されるが、その具体的な実施形態は、コアネットワークタイプの識別子、コアネットワ
ークタイプの特徴、コアネットワークの識別情報またはコアネットワークの特徴であり得
る。第１指示情報は、ネットワーク機器が接続できるコアネットワークタイプおよび／ま
たはコアネットワークとして理解され得る。言い換えれば、第２指示情報に含まれる内容
は、第１指示情報の一部であり得る。
【００６６】
　端末機器は、第２指示情報に示される内容に従って、自体が選択可能なコアネットワー
ク的タイプおよび／またはコアネットワークを決定し、その後、第１指示情報に示される
内容から、ターゲットコアネットワークタイプおよび／またはターゲットコアネットワー
クを選択する。
【００６７】
　あるいは、第２指示情報にに示される内容に従って、自体が選択可能なコアネットワー
クタイプの特徴および／またはコアネットワーク的特徴を決定し、その後、第１指示情報
に示される内容に基づいて、ターゲットコアネットワークタイプおよび／またはターゲッ
トコアネットワークを選択する。
【００６８】
　なお、この実施形態では、最終的に選択されたターゲットコアネットワークタイプの数
を制限しても制限しなくてもよく、同様に、最終的に選択されたターゲットコアネットワ
ークの数を制限しても制限しなくてもよい。制限する場合、選択されるターゲットコアネ
ットワークの数およびターゲットコアネットワークタイプの数を、第１の数および第２の
数によってそれぞれ制限でき、ここでは再び説明しない。
【００６９】
　第３の方式
　事前定義されたルールに従って選択することができ、事前定義されたルールは、端末機
器にプリセットされてもよいし、ネットワーク機器によって端末機器に送信されてもよい
し、プロトコルで規定されてもよい。
【００７０】
　具体的に、前記事前定義されたルールは、異なるタイプのコアネットワークの優先度、
および／または、異なるコアネットワークの優先度を含み得る。
【００７１】
　前記コアネットワーク的タイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの少な
くとも１つを含む。
【００７２】
　事前定義されたルールを設定する場合、５ＧＣのコアネットワークの優先度を最高、Ｅ
ＰＣの優先度を２番目、３Ｇコアネットワークの優先度を最低に設定できる。この場合、
端末機器は、第１指示情報に示される複数のコアネットワークタイプに従って５ＧＣコア
ネットワークを優先的に選択し、第１指示情報が最高の優先度のコアネットワークタイプ
を含まない場合、２番目の優先度のコアネットワークタイプを選択し、これによって類推
すればよく、ここでは繰り返さない。
【００７３】
　上記の事前定義されたルールでは、５ＧＣコアネットワークが最も高い優先度であるこ
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とのみを例として説明したが、実際に事前定義されたルールを設定する場合には、より多
くのタイプのコアネットワークの優先度を設定し、異なる優先度を設定することができ、
本実施例では網羅的な列挙をしない。
【００７４】
　前述の解決策に基づいて、端末機器はさらに、以下のタイミングで選択情報をネットワ
ーク機器に送信し、具体的には、前記情報処理方法は、
　サービス要求を開始すると、コアネットワーク選択情報をネットワーク機器に送信する
ことであって、前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器によって選択されたコア
ネットワークのタイプ、および／または、前記端末機器によって選択されたコアネットワ
ークの識別情報を含むことをさらに含む。
【００７５】
　ここで、前記サービス要求は、ネットワーク側との接続を確立するための要求として理
解することができる。前記要求に基づいて、ユーザープレーンリソースを確立することが
できる。また、対象となるサービスのタイプは、発信サービス、着信サービス、緊急通報
サービス、高優先度サービス、指定サービスなどであり得る。指定サービスは、端末機器
のためにネットワーク機器によって指定されたサービス識別子など、ネットワーク機器に
よって指定されたサービスであり得る。もちろん、上記は単なる例であり、実際には、よ
り多くのサービスタイプに対応することができ、本明細書では詳細に説明しない。
【００７６】
　これに対応して、ネットワーク機器によって実行される処理は、前記端末機器によって
送信されたコアネットワーク選択情報を受信することであって、前記コアネットワーク選
択情報は、前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークのタイプ、およ
び／または、前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークの識別情報を
含むことを含む。
【００７７】
　ここで、前記端末機器によって送信されたコアネットワーク選択情報を受信した後、前
記情報処理方法は、前記端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークのタイ
プに対応するコアネットワークに、サービス要求を送信すること、または、前記端末機器
によって選択されたターゲットコアネットワークの識別情報に従って、前記端末機器によ
って選択されたターゲットコアネットワークを決定し、サービス要求を前記端末機器によ
って選択されたターゲットコアネットワークに送信することをさらに含む。
【００７８】
　つまり、ネットワーク機器は、端末機器によって送信された選択情報に従って、端末機
器によって選択されたターゲットコアネットワークタイプを決定し、その後、ネットワー
ク機器は、サービス要求を端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークタイ
プに対応する少なくとも１つのコアネットワークに送信し、即ち、端末機器によって送信
されたサービス要求をターゲットコアネットワークタイプに対応する少なくとも１つのコ
アネットワークに転送する。この場合、ネットワーク機器は、サービス要求を端末機器に
よって選択されたコアネットワークタイプに対応するすべてのコアネットワークに転送す
るか、または一部のコアネットワークに送信することができる。
【００７９】
　あるいは、ネットワーク機器は、端末機器によって送信された選択情報に従って、端末
機器によって選択されたターゲットコアネットワークを決定し、その後、ネットワーク機
器は、サービス要求を端末機器によって選択されたターゲットコアネットワークに送信す
る。
【００８０】
　上記の技術的解決策を採用することにより、ネットワーク機器が複数のタイプのコアネ
ットワークまたは複数のコアネットワークにアクセスできる場合、第１指示情報を端末機
器に送信することにより、端末機器がターゲットコアネットワークタイプおよび／または
ターゲットコアネットワークのを支援することができることがわかる。このようにして、
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ネットワーク機器が複数のタイプのコアネットワークまたは複数のコアネットワークにア
クセスできる場合、端末機器は、アクセスするターゲットコアネットワークタイプおよび
／またはターゲットコアネットワークを決定することができ、これにより、端末機器のア
クセス効率を向上させ、システムの処理効率を向上させる。
【００８１】
　本発明の実施例は、少なくとも１つのコアネットワークに接続でき、または少なくとも
１つのタイプのコアネットワークに接続できるネットワーク機器を提供する。図５に示さ
れるように、ネットワーク機器は、第１通信ユニット５１を備える。
【００８２】
　第１通信ユニット５１は、コアネットワークに対する第１指示情報を端末機器に送信す
るように構成される。
【００８３】
　ここで、前記第１指示情報は、端末機器がターゲットコアネットワークのタイプおよび
／またはターゲットコアネットワークを選択するのを支援するために使用される。
【００８４】
　これに対応して、本実施例は、端末機器をさらに提供し、図６に示されるように、前記
端末機器は、第２通信ユニット６１と、第２処理ユニット６２と、を備える。
【００８５】
　第２通信ユニット６１は、ネットワーク機器によって送信される、コアネットワークに
対する第１指示情報を受信するように構成される。ここで、前記第１指示情報は、端末機
器がターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを
選択するのを支援するために使用される。前記ネットワーク機器は、少なくとも１つのコ
アネットワーク、または少なくとも１つのタイプのコアネットワークタイプに接続するこ
とができる。
【００８６】
　第２処理ユニット６２は、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、タ
ーゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択す
るように構成される。
【００８７】
　本実施例において、ネットワーク機器は、ＲＡＮノードであり得る。前記端末機器は、
通信可能なユーザ機器であり得る。
【００８８】
　前記第１指示情報は、少なくとも１つのコアネットワークタイプ、少なくとも１つのコ
アネットワーク識別情報、各コアネットワークタイプに対応するパラメータ、または各コ
アネットワークに対応するパラメータのうちの少なくとも１つを含む。
【００８９】
　具体的には、コアネットワークタイプは、タイプの識別子によって指示することができ
、前記コアネットワークのタイプは、第５世代（５Ｇ）コアネットワーク、進化型パケッ
トコアネットワーク（ＥＰＣ）、または第３世代（３Ｇ）コアネットワークのうちの少な
くとも１つを含む。
【００９０】
　第１指示情報は、上記の４つのタイプの情報内容を同時に含んでいてもよいし、その一
部を一部を含んでいてもよいが、本実施形態ではこれに限定されないことに留意されたい
。
【００９１】
　ネットワーク機器の第１通信ユニット５１は、ブロードキャストシグナリングまたは専
用シグナリングによってコアネットワークに対する第１指示情報を送信するように構成さ
れる。これに対応して、端末機器の第２通信ユニット６１は、ブロードキャストシグナリ
ングまたは専用シグナリングによって、前記ネットワーク機器によって送信される、コア
ネットワークに対する第１指示情報を受信するように構成される。例えば、無線リソース
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制御（ＲＲＣ、Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）シグナリングによって
第１指示情報を送信でき、またはダウンリック制御情報（ＤＣＩ、Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃ
ｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）によって第１指示情報を送信でき、もちろん、
本実施例では網羅的にリストされない他の送信方法もあり得る。
【００９２】
　端末機器が第１指示情報を受信した後、前記コアネットワークに対する第１指示情報に
基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワ
ークを選択する。具体的に、第２処理ユニット６２は、
　コアネットワークに登録する場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づ
いて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワーク
を選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークタイプのコアネットワークにサービス要求を送信す
る場合、前記コアネットワークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネット
ワークのタイプおよび／またはターゲットコアネットワークを選択すること、
　少なくとも１つのコアネットワークにサービス要求を送信する場合、前記コアネットワ
ークに対する第１指示情報に基づいて、ターゲットコアネットワークのタイプおよび／ま
たはターゲットコアネットワークを選択することのうちの少なくとも１つを実行するよう
に構成される。
【００９３】
　前記第２処理ユニット６２は、
　前記端末機器によってサポートされる特徴またはプリセットされた特徴に従って、１つ
または複数のターゲットコアネットワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲ
ットコアネットワークを選択すること、
　前記ネットワーク機器の第２指示情報に従って、１つまたは複数のターゲットコアネッ
トワークタイプおよび／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択する
こと、
　事前定義されたルールに従って、１つまたは複数のターゲットコアネットワークタイプ
および／または１つまたは複数のターゲットコアネットワークを選択することのうちの少
なくとも１つを実行するように構成されることができる。
【００９４】
　それぞれの具体的な処理は、前述の方法の動作の説明と同じであり、ここでは繰り返さ
ない。
【００９５】
　前述の解決策に基づいて、端末機器はさらに以下のタイミングに選択情報をネットワー
ク機器に送信する。具体的に、前記第２通信ユニット６１は、サービス要求を開始すると
、コアネットワーク選択情報をネットワーク機器に送信するように構成される。ここで、
前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器によって選択されたコアネットワークの
タイプ、および／または、前記端末機器によって選択されたコアネットワークの識別情報
を含む。
【００９６】
　これに対応して、ネットワーク機器によって実行される処理は、第１通信ユニット５１
が前記端末機器によって送信されたコアネットワーク選択情報を受信することを含む。こ
こで、前記コアネットワーク選択情報は、前記端末機器によって選択されたターゲットコ
アネットワークのタイプ、および／または、前記端末機器によって選択されたターゲット
コアネットワークの識別情報を含む。
【００９７】
　ここで、前記端末機器によって送信されたコアネットワーク選択情報を受信した後、前
記情報処理方法は、第１通信ユニット５１が、前記端末機器によって選択されたターゲッ
トコアネットワークのタイプに対応するコアネットワークに、サービス要求を送信するこ
とをさらに含む。
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【００９８】
　また、図５に示されるように、前記ネットワーク機器は、前記端末機器によって選択さ
れたターゲットコアネットワークの識別情報に従って、前記端末機器によって選択された
ターゲットコアネットワークを決定するように構成される第１処理ユニット５２をさらに
備える。これに対応して、第１通信ユニット５１は、サービス要求を前記端末機器によっ
て選択されたターゲットコアネットワークに送信するように構成される。
【００９９】
　ネットワーク機器および端末機器の各ユニットの機能は、前述の方法で説明したものと
同じであり、ここでは繰り返さないことを理解されたい。
【０１００】
　上記の技術的解決策を採用することにより、ネットワーク機器が複数のタイプのコアネ
ットワークまたは複数のコアネットワークにアクセスできる場合、第１指示情報を端末機
器に送信することにより、端末機器がターゲットコアネットワークタイプおよび／または
ターゲットコアネットワークのを支援することができることがわかる。このようにして、
ネットワーク機器が複数のタイプのコアネットワークまたは複数のコアネットワークにア
クセスできる場合、端末機器は、アクセスするターゲットコアネットワークタイプおよび
／またはターゲットコアネットワークを決定することができ、これにより、端末機器のア
クセス効率を向上させ、システムの処理効率を向上させる。
【０１０１】
　図７は、本開示の実施例による通信機器９００の例示的な構造図であり、通信機器９０
０は、上記した実施例におけるＵＥまたはネットワーク機器であり得る。図７に示す通信
機器９００は、プロセッサ９１０を備え、プロセッサ９１０は、メモリからコンピュータ
プログラムを呼び出して実行して、本開示の実施例における方法を実現することができる
。
【０１０２】
　例示的に、図７に示されるように、通信機器９００は、メモリ９２０をさらに備えるこ
とができる。ここで、プロセッサ９１０は、メモリ９２０からコンピュータプログラムを
呼び出して実行して、本開示の実施例における方法を実現することができる。
【０１０３】
　ここで、メモリ９２０は、プロセッサ９１０から独立した１つの独立的なデバイスであ
ってもよく、またはプロセッサ９１０に統合されたものであってもよい。
【０１０４】
　例示的に、図７に示されるように、通信機器９００はトランシーバ９３０をさらに備え
ることができ、プロセッサ９１０は、他の機器と通信するように前記トランシーバ９３０
を制御することができ、具体的には、他の機器に情報またはデータを送信し、または他の
機器によって送信された情報またはデータを受信することができる。
【０１０５】
　例示的に、前記通信機器９００は、具体的に、本出願の実施例における端末機器、また
はネットワーク機器であり得、前記通信機器９００は、本開示の実施例による各方法にお
いてモバイル端末／ＵＥによって実現される対応するプロセスを実現することができ、簡
潔にするために、ここでは繰り返さない。
【０１０６】
　図８は、本開示の実施例によるチップの例示的な構造図である。図８に示すチップ１０
００はプロセッサ１０１０を備え、プロセッサ１０１０は、メモリからコンピュータプロ
グラムを呼び出して実行して、本開示の実施例における方法を実現することができる。
【０１０７】
　例示的に、図８に示されたように、チップ１０００は、メモリ１０２０をさらに備える
ことができる。ここで、プロセッサ１０１０は、メモリ１０２０からコンピュータプログ
ラムを呼び出して実行して、本開示の実施例における方法を実現することができる。
【０１０８】



(20) JP 2021-523594 A 2021.9.2

10

20

30

40

50

　ここで、メモリ１０２０は、プロセッサ１０１０から独立した１つの独立的なデバイス
であってもよく、またはプロセッサ１０１０に統合されたものであってもよい。
【０１０９】
　例示的に、前記チップ１０００は、入力インターフェース１０３０と、出力インターフ
ェース１０４０と、をさらに備えることができる。
【０１１０】
　例示的に、前記チップは、本開示の実施例におけるネットワーク機器、またはＵＥに適
用されることができ、前記チップは、本出願の実施例による各方法においてネットワーク
機器によって実現される対応するプロセスを実現することができ、簡潔にするために、こ
こでは繰り返さない。
【０１１１】
　図９は、本開示の実施例による通信システム１１００の例示的なブロック図である。図
９に示されたように、前記通信システム１１００は、端末機器１１１０およびネットワー
ク機器１１２０を含む。
【０１１２】
　ここで、前記端末機器１１１０は、前記方法において端末によって実現される対応する
特徴を実現するように構成され、および前記ネットワーク機器１１２０は、前記方法にお
いてネットワーク機器によって実現される対応する特徴を実現するように構成され、簡潔
にするために、ここでは繰り返さない。
【０１１３】
　本開示の実施例におけるプロセッサは、信号の処理能力を備えた集積回路チップであり
得ることを理解されたい。実現プロセスにおいて、上記の方法の実施例における各ステッ
プは、プロセッサ内のハードウェアの集積論理回路またはソフトウェアの形の命令によっ
て完了されることができる。上記のプロセッサは、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセ
ッサ（ＤＳＰ：Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）、特定用途向け集
積回路（ＡＳＩＣ：Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ
　Ｃｉｒｃｕｉｔ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ：Ｆｉｅｌｄ　
Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）または他のプログラマブルロジック
デバイス、ディスクリートゲートまたはトランジスタロジックデバイス、ディスクリート
ハードウェアコンポーネントなどであってもよく、本開示の実施例で開示された各方法、
ステップおよび論理ブロック図を実現または実行することができる。汎用プロセッサは、
マイクロプロセッサであってもよく、または前記プロセッサは任意の従来のプロセッサで
あってもよい。本出願の実施例で開示された方法のステップは、ハードウェア復号化プロ
セッサによって実行されて完了されること、または復号化プロセッサ内のハードウェアお
よびソフトウェアモジュールの組み合わせによって実行されて完了されることにより直接
具現化されることができる。ソフトウェアモジュールは、ランダムメモリ、フラッシュメ
モリ、読み取り専用メモリ、プログラマブル読み取り専用メモリまたは電気的に消去可能
なプログラマブルメモリ、およびレジスタなど、当分野の従来の記憶媒体に配置されるこ
とができる。前記記憶媒体はメモリに配置され、プロセッサはメモリ内の情報を読み取り
、そのハードウェアとともに前記方法のステップを完了する。
【０１１４】
　本開示の実施例におけるメモリは、揮発性メモリまたは不揮発性メモリであってもよく
、または揮発性と不揮発性メモリの両方を含んでもよいことを理解されたい。ここで、不
揮発性メモリは、読み取り専用メモリ（ＲＯＭ：ｒｅａｄ－ｏｎｌｙ　ｍｅｍｏｒｙ）、
プログラム可能な読み取り専用メモリ（ＰＲＯＭ：ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　ＲＯＭ）
、消去可能なプログラム可能な読み取り専用メモリ（ＥＰＲＯＭ：ｅｒａｓａｂｌｅ　Ｐ
ＲＯＭ）、電気的に消去可能なプログラム可能な読み取り専用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ：ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　ＥＰＲＯＭ）またはフラッシュメモリであってもよい。揮発性
メモリは、外部キャッシュとして使用されるランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ：Ｒａｎｄ
ｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）であってもよい。例示的であるが限定的ではない例
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示によれば、前記ＲＡＭは、例えば、スタティックランダムアクセスメモリ（ＳＲＡＭ：
Ｓｔａｔｉｃ　ＲＡＭ）、ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＤＲＡＭ：Ｄｙｎａｍ
ｉｃ　ＲＡＭ）、同期ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＳＤＲＡＭ：Ｓｙｎｃｈｒ
ｏｎｏｕｓ　ＤＲＡＭ）、ダブルデータレートの同期ダイナミックランダムアクセスメモ
リ（ＤＤＲ　ＳＤＲＡＭ：Ｄｏｕｂｌｅ　Ｄａｔａ　Ｒａｔｅ　ＳＤＲＡＭ）、拡張型同
期ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＥＳＤＲＡＭ：Ｅｎｈａｎｃｅｄ　ＳＤＲＡＭ
）、同期接続ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＳＬＤＲＡＭ：Ｓｙｎｃｈｌｉｎｋ
　ＤＲＡＭ）およびダイレクトメモリバスランダムアクセスメモリ（ＤＲ　ＲＡＭ：Ｄｉ
ｒｅｃｔ　Ｒａｍｂｕｓ　ＲＡＭ）など、多くの形のＲＡＭを含むことができる。本明細
書で説明されるシステムおよび方法のメモリは、これらおよび任意の他の適切なタイプの
メモリを含むことが、これらに限定されないことを意図することを留意されたい。
【０１１５】
　上記のメモリは、例示的なものに過ぎず、本開示の実施例におけるメモリを限定するも
のではなく、例えば、本出願の実施例におけるメモリは、スタティックランダムアクセス
メモリ（ＳＲＡＭ：ｓｔａｔｉｃ　ＲＡＭ）、ダイナミックランダムアクセスメモリ（Ｄ
ＲＡＭ：ｄｙｎａｍｉｃ　ＲＡＭ）、同期ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＳＤＲ
ＡＭ：ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　ＤＲＡＭ）、ダブルデータレートの同期ダイナミックラ
ンダムアクセスメモリ（ＤＤＲ　ＳＤＲＡＭ：ｄｏｕｂｌｅ　ｄａｔａ　ｒａｔｅ　ＳＤ
ＲＡＭ）、拡張型同期ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＥＳＤＲＡＭ：ｅｎｈａｎ
ｃｅｄ　ＳＤＲＡＭ）、同期接続ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＳＬＤＲＡＭ：
ｓｙｎｃｈ　ｌｉｎｋ　ＤＲＡＭ）およびダイレクトメモリバスランダムアクセスメモリ
（ＤＲ　ＲＡＭ：Ｄｉｒｅｃｔ　Ｒａｍｂｕｓ　ＲＡＭ）等であってもよいことを理解さ
れたい。つまり、本出願の実施例におけるメモリは、これらおよび任意の他の適切なタイ
プのメモリを含むが、これらに限定されないことを意味する。
【０１１６】
　本出願の実施例は、コンピュータプログラムを記憶するためのコンピュータ可読記憶媒
体をさらに提供する。
【０１１７】
　例示的に、前記コンピュータ可読記憶媒体は、本出願の実施例のネットワーク機器に適
用されることができ、前記コンピュータプログラムは、コンピュータに、本出願の実施例
による各方法においてネットワーク機器によって実現される対応するプロセスを実行させ
るように構成され、簡潔にするために、ここでは繰り返さない。
【０１１８】
　例示的に、前記コンピュータ可読記憶媒体は、本出願の実施例におけるＵＥに適用され
ることができ、前記コンピュータプログラムは、コンピュータに、本出願の実施例による
各方法においてモバイル端末／ＵＥによって実現される対応するプロセスを実行させるよ
うに構成され、簡潔にするために、ここでは繰り返さない。
【０１１９】
　本出願の実施例は、コンピュータプログラム命令を含むコンピュータプログラム製品を
さらに提供する。
【０１２０】
　例示的に、前記コンピュータプログラム製品は、本出願の実施例のネットワーク機器に
適用され、前記コンピュータプログラム命令は、コンピュータに、本出願の実施例による
各方法においてネットワーク機器によって実現される対応するプロセスを実行させるよう
に構成され、簡潔にするために、ここでは繰り返さない。
【０１２１】
　例示的に、前記コンピュータプログラム製品は、本開示の実施例のモバイル端末／ＵＥ
に適用されることができ、前記コンピュータプログラム命令は、コンピュータに、本出願
の実施例による各方法においてモバイル端末／ＵＥによって実現される対応するプロセス
を実行させるように構成され、簡潔にするために、ここでは繰り返さない。
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【０１２２】
　本開示の実施例は、コンピュータプログラムをさらに提供する。
【０１２３】
　例示的に、前記コンピュータプログラムは、本出願の実施例におけるネットワーク機器
に適用されることができ、前記コンピュータプログラムは、コンピュータで実行されると
きに、コンピュータに、本出願の実施例による各方法においてネットワーク機器によって
実現される対応するプロセスを実行させるように構成され、簡潔にするために、ここでは
繰り返さない。
【０１２４】
　例示的に、前記コンピュータプログラムは、本開示の実施例におけるモバイル端末／Ｕ
Ｅに適用されることができ、前記コンピュータプログラムは、コンピュータで実行される
ときに、コンピュータに、本開示の実施例による各方法においてモバイル端末／ＵＥによ
って実現される対応するプロセスを実行させるように構成され、簡潔にするために、ここ
では繰り返さない。
【０１２５】
　当業者なら自明であるが、本明細書で開示される実施例と組み合わせて説明された各例
示のユニットおよびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、またはコンピュータソ
フトウェアと電子ハードウェアの組み合わせによって実現されることができる。これらの
特徴がハードウェアの形で実行されるかソフトウェアの形で実行されるかは、技術的解決
策の特定の用途および設計上の制約条件に依存する。専門技術者は、各特定の用途に応じ
て異なる方法を使用して説明された特徴を実現することができるが、このような実現は本
出願の範囲を超えると見なされるべきではない。
【０１２６】
　当業者なら明確に理解できるが、説明の便宜および簡潔のために、上記に説明されたシ
ステム、装置およびユニットの具体的な作業プロセスは、前述の方法の実施例における対
応するプロセスを参照することができ、ここでは繰り返さない。
【０１２７】
　本開示で開示されるいくつかの実施例において、開示されたシステム、装置および方法
は、他の方式で実現されることができることを理解されたい。例えば、上記の装置の実施
例は例示的なものに過ぎず、例えば、前記ユニットの分割は、論理特徴の分離に過ぎず、
実際の実現では、他の分割方法が存在する場合があり、例えば、複数のユニットまたはコ
ンポーネントを組み合わせるか別のシステムに統合することができ、または一部の特徴を
無視するか実行しないことができる。なお、表示または議論された相互結合または直接結
合または通信接続は、いくつかのインターフェース、装置またはユニットを介した間接結
合または通信接続であり得、電気的、機械的または他の形であり得る。
【０１２８】
　前記分離部材として説明されたユニットは、物理的に分離されている場合とされていな
い場合があり、ユニットとして表示された部材は、物理ユニットである場合もそうでない
場合もあり、１箇所に配置される場合もあれば、複数のネットワークユニットに分散され
る場合もある。実際の需要に応じて、その中のユニットの一部または全部を選択して本実
施例の技術案の目的を実現することができる。
【０１２９】
　なお、本開示の各実施例における各特徴ユニットは１つの処理ユニットに統合されても
よく、または各ユニットが物理的に別々に存在してもよく、２つまたは２つ以上のユニッ
トを１つのユニットに統合してもよい。
【０１３０】
　前記特徴は、ソフトウェア特徴ユニットの形で実現され、かつ独立した製品として販売
または使用される場合、コンピュータ可読記憶媒体に記憶されることができる。このよう
な理解に基づいて、本開示の技術的解決策は、本質的にまたは先行技術に対して寄与する
部分または前記技術的解決策の一部は、ソフトウェア製品の形で具現されることができ、
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前記コンピュータソフトウェア製品は、１つの記憶媒体に記憶され、１台のコンピュータ
機器（パーソナルコンピュータ、サーバ、またはネットワーク機器等であり得る）に本開
示の各実施例に記載の方法の全部または一部のステップを実行させるためのいくつかの命
令を含む。前述した記憶媒体は、Ｕディスク、モバイルハードディスク、読み取り専用メ
モリ（ＲＯＭ：Ｒｅａｄ－Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ
：Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）、磁気ディスクまたは光ディスクなど、
プログラムコードを記憶することができる様々な媒体を含む。
【０１３１】
　上記の内容は、本開示の具体的な実施形態に過ぎず、本開示の保護範囲はこれに限定さ
れなく、当業者は、本開示に開示された技術的範囲内で容易に想到し得る変更または置換
は、すべて本開示の保護範囲内に含まれるべきである。したがって、本開示の保護範囲は
、特許請求の範囲の保護範囲に従うものとする。
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